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　小売流通技術の近代化の中で、人的サービスを提供する従業員数は徐々に減少してきた。古くは
セルフサービスやPOSシステムの普及によって従業員数が削減され、そして近年では電子商取引の
発展やCtoC取引の増加などによって実店舗が減少し、それに伴って従業員数が減少している。
　しかし、実店舗が完全になくなることはないだろう。多くの消費者は、電子商取引の利便性を好
む一方で、実店舗でしか得られない本物や経験も好んでいるからである。そしてそのことは、小売
業者も理解している。
　この論文では、流通業の中でも特に小売業に焦点をあて、流通近代化や技術革新、ICTの発展が
人件費削減に向かっていたこと、しかしそれが人的サービスをも削減させ続けた結果、かえって
ヒューマンタッチ・スキルの重要性が浮き彫りになってきたこと、そして今後はIoTやAIといった
技術が、人的サービスの強化に利用されるようになっていくのではないかということを考察する。
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1.　はじめに
流通業界で「革命」といえば、1962年に林周二が出版した『流通革命』ⅰが思い浮かぶ。林はスーパー
マーケットの発展と、そのメーカーとの直接取引による中間業者排除の傾向を指摘し、いずれ小売業の
販売額の約50％が大規模小売業者によって占められるだろうと述べた。その予言は、短期間では実現し
なかったものの、2014年現在、経済産業省の商業統計によれば、全国の大規模小売店舗の年間販売額は
全体の36%を占めるまでに成長しており、流通経路の短縮化によるコスト削減、という当時の流通革新
が社会に大きな影響を与えたことは間違いない。直接取引の社会的コストを削減するという存立根拠を
有している流通業者の、流通経路短縮化への進化は、取引コストを様々な方向から見たときに、総コス
トを最小化するのはどの流通チャネルを選択した場合か、というより現実的な問いに対する一つの回答
であった。
更に、ICT（情報通信技術）の発達は、直接取引のコストを削減するものであった。取引相手の探索
コストを、限界費用ゼロに近い状態にまで引き下げたのである。その結果、流通経路の短縮化が一層促
進されることとなった。
阿部真也は、「流通革命」よりも、より大きな影響を社会の権力関係に与える可能性のあるものとし
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て「流通情報革命」を挙げているⅱ。阿部は2000年代に入り急速に消費者の生活の中に浸透してきたイ
ンターネットにより、取引や物流の効率化だけではなく、消費者参加や電子商取引の増加といったさま
ざまな側面から、情報が市場にさまざまな影響を与えていることを述べている。
さらに、流通革命3.0という言葉も現れた。大久保恒夫は、スケールメリットを生かしたコンビニエ
ンスストアや専門店スーパーといった小売業者が中心となり、物流改革だけでなく、プライベートブラ
ンドの製造や製造小売業（SPA）の誕生など、従来はメーカーが行ってきた商品開発なども小売業が担
うようになったことを第2次流通革命と呼び、そしてAIがビッグデータから消費者の隠れた需要を掘り
起こす、真の「お客様中心」の時代を、流通革命3.0と呼んでいるⅲ。
また、現在の情報化社会が生み出した産業構造の変化をインダストリー4.0と名付けたのは、ドイツ
のプロジェクトである。周知の通り、「産業革命」は18世紀半ばから19世紀にかけて、蒸気や石炭を動
力源とする機械が、それまで人間の労働力で行われていた製造業の生産力を一気に押し上げ、工場制機
械工業が成立した社会的変革を指す。そして、電力を中心とする動力源の変化と、さらなる機械化が第
2次産業革命、情報技術の発展とインターネットの普及が第3次産業革命、そして2013年の「インダスト
リー4.0」と続く。
インダストリー4.0も流通革命3.0も、その革命の中心的役割を果たすのはIoT（Internet of Things）
とAI（Artificial Intelligence：人工知能）である。
IoTとは、インターネットに接続されたさまざまな製品やサービスを指すが、それによって、製品や
サービスの質が向上しただけでなく、使用状態などがリアルタイムに把握できるようになったことで、
さまざまなデータを集めることが可能になった。その結果、現在ではIoTを利用して集めたビッグデー
タをAIで解析し、それをマーケティングに活用することが当たり前になってきている。
その一方で、人的サービスの部分は、長年にわたって減少してきた。小売技術のイノベーションは人
件費削減に寄与してきたし、近年話題になっている無人店舗は、セルフサービスを導入している店舗で
すら必要であったレジを打つ人間を、要らないものにしている。では、今後も小売業の従業員数は、ど
んどん減少していくのだろうか。
これまでの流通近代化や技術革新、ICT（Information and Communication Technology）の発展が
人件費削減に向かってきたことは間違いない。そしてさらに流通業界の人手不足も重なって、現在は人
件費削減にIoTやAIがいかに役立つかといった点が重視されている。
確かにコスト削減や人手不足問題の解決に、IoTやAIが果たす役割は大きいだろう。しかしここに来
て、従来の人的サービスやコミュニケーションといったアナログの利点が見直される動きが出てきたの
も事実である。
本論文では、人件費削減に進んできた小売流通技術のイノベーションを振り返り、その中で人の代わ
りに働くものとして捉えられてきたIoTやAIが、人的販売の強化に利用されるという面も出てくるので
はないかということを考察する。
２．小売流通技術のイノベーション
2.1　売場面積あたり従業員数の減少
大規模小売業者の台頭は、まさに流通革命と呼ぶべき影響を流通業界に与えたのであるが、その主な
ものは、大型化した小売店舗が、メーカーと直接取引を行うことで、中間業者を排除していき、その結
果、中間業者が減っていくというものであった。
商業統計からも、小売店舗が大型化し、中小小売業の割合が減少してきたことが分かる。（図表1）
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もちろん、中小零細小売業者が減少したのは、大規模小売店のせいばかりではない。2017年3月に東
京商工会議所中小企業委員会が作成した「中小企業の経営課題に関するアンケート調査結果」では、製
造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業の中で、もっとも「自分の代での廃業を検討」している割
合が高いのが小売業（21.4％）であるⅳが、商店街が抱える問題は、2009年度以降、「経営者の高齢化に
よる後継者問題」が第1位を占めている。2018年度の調査では、「経営者の高齢化による後継者問題」が
最も多く（64.5％）、次いで「店舗等の老朽化（38.6％）」、「集客力が高い・話題性のある店舗・業種が
少ない又は無い（36.9％）」等となっており、中小零細小売業者の廃業は、大規模小売店との競合の結
果というより、内部の問題が大きいと考えられる。
小売業の生産性が高く、利益が上がるなら、事業承継しようという若者も増えてくると思われるが、
現在、小売業の労働生産性は他産業に比べてもかなり低い。2018年企業活動基本調査速報によれば、
2017年度の労働生産性は、製造業で1,194.1万円、卸売業で1,082.4万円であるのに対し、小売業は501.7万
円しかないのが現状であるⅴ。
また、後継者難による廃業が相次いだとしても、新規出店した大規模店舗がその分の労働者を雇用す
れば全体の雇用者数は減少しないが、実際には年間商品販売額と売場面積が2012年までは年々増加して
いる一方で、売場面積100㎡あたり従業員数は1999年をピークに、2014年には1972年の約半分にまで減
少している。売場の効率化が追究されたことが、人件費削減となって表出した結果でもある。（図表1）
2.2　実店舗におけるセルフサービスとPOSシステムの導入
少し時代をさかのぼるが、小売業は、百貨店、スーパーマーケット、ディスカウントストア、コンビ
ニエンスストアとさまざまな新業態を生み出してきた。特にスーパーマーケット以降の新業態の躍進は、
チェーンストアシステムという革新的な流通システムの構築と、売場へのセルフサービス導入が大きな
役割を果たしたといえる。セルフサービスは、それまで従業員が行っていた業務を客に肩代わりさせて
従業員の作業量を減らすことであり、その結果、人件費が削減でき、低価格が実現した。
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年 事業所数 従業者(人)
年間商品
販売額
(百万円)
売場面積
(㎡)
従業者一人あ
たり年間商品販
売額(円)
売場面積1㎡あ
たり年間商品販
売額(円)
売場面積100㎡
あたり従業員数
(人)
1972 1,495,510 5,141,377 28,292,696 61,108,675 550,294 46,299 8.413
1974 1,548,184 5,303,378 40,299,895 67,405,931 759,891 59,787 7.868
1976 1,614,067 5,579,800 56,029,077 74,973,890 1,004,141 74,731 7.442
1979 1,673,667 5,960,432 73,564,400 85,736,815 1,234,213 85,803 6.952
1982 1,721,465 6,369,426 93,971,191 95,430,071 1,475,348 98,471 6.674
1985 1,628,644 6,328,614 101,718,812 94,506,983 1,607,284 107,631 6.696
1988 1,619,752 6,851,335 114,839,927 102,050,766 1,676,169 112,532 6.714
1991 1,591,223 6,936,526 140,638,104 109,901,497 2,027,501 127,967 6.312
1991 1,605,583 7,000,226 142,291,133 109,901,497 2,032,665 129,472 6.370
1994 1,499,948 7,384,177 143,325,065 121,623,712 1,940,975 117,843 6.071
1997 1,419,696 7,350,712 147,743,116 128,083,639 2,009,916 115,349 5.739
1999 1,406,884 8,028,558 143,832,551 133,869,296 1,791,512 107,443 5.997
2002 1,300,057 7,972,805 135,109,295 140,619,288 1,694,627 96,082 5.670
2004 1,238,049 7,762,301 133,278,631 144,128,517 1,716,999 92,472 5.386
2007 1,137,859 7,579,363 134,705,448 149,664,906 1,777,266 90,005 5.064
2012 782,862 5,535,790 110,489,863 132,917,692 1,995,919 83,127 4.165
2014 775,196 5,810,925 122,176,725 134,854,063 2,102,535 90,599 4.309
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1972 1,495,510 5,141 377 28,292 696 61,108,67 550,294 46,299 8.413
1974 1,548,184 5,303 378 40,299 89 67,405,931 759,891 59,787 7.868
1976 1,614,067 5,579 800 56,029 0 7 74,973,89 1,004,141 74,731 7.442
1979 1,673,667 5,960 432 73,564 400 85,736,815 1,234,213 85,803 6.952
1982 1,721,465 6,369 426 93,971 191 95,430,071 1,475,348 98,471 6.674
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1988 1,619,752 6,851 3 5 114,839 927 102,050,76 1,676,169 112,532 6.714
1991 1,591,223 6,936 526 1 0,638 1 4 109,901,497 2,027,50 127,967 6.312
1991 1,605,583 7,000 26 142,291 133 109,901,497 2,032,665 129,472 6.370
1994 1,499,948 7,384 177 143,3 5 065 1,623,712 1,940,975 117,843 6.071
1997 1,419,696 7,350 12 47,743 116 128,083,639 2,009,916 115,349 5.739
1999 1,406,884 8,028 558 143,8 2 551 133,869,296 1,791,512 107,443 5.997
2002 1,300,057 7,972 8 5 135, 09 295 140,619,288 1,694,627 96,082 5.670
2004 1,238,049 7,762 301 133,278 631 44,128,51 1,716,999 92,472 5.386
2007 1,137,859 7,579 363 134,705 448 149,664,906 1,777,266 90,005 5.064
2012 782,862 5,535 790 110,489 863 132,917,692 1,995,919 83,127 4.165
2014 775,196 5,810 925 122, 76 725 1 4,854,063 2,102,535 90,599 4.309
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もちろん当時、人間が行う業務をすべて機械に肩代わりさせることはできなかった。
たとえば、仕入れる商品の決定は、店主の勘や経験則で行われていたために、在庫のだぶつきや欠品
を引き起こし、利益に影響を及ぼすこともあった。長年経験してきた人材ですらそうであるのに、まし
てや勘や経験則が備わっていない新人が完璧な仕入を行うことは難しい。したがって、とくにチェーン
展開をする店舗では、作業の平準化が必要とされた。
そこで登場したのが、POSシステム（Point of Sales System　販売時点情報管理システム）である。
勘や経験則で仕入をするより、売れた商品をすぐさま管理し、発注に結びつけるという対応がもっとも
効率的だと考えられ、販売時点でそのデータが収集される仕組みが作られたのである。
POSシステムを利用するにあたり、レジで行われるのは、まず購入商品と合計額の確認をし、現金ま
たはキャッシュレスで決済をし、代金の受け取り確認書（レシート等）を提供し、販売時点の情報を収
集する。ポイントカードなどで顧客の個人情報がわかればそれを入力するし、わからなければレジ係が
年齢や性別、購入時間などの顧客情報を見て取って入力する。これらの作業をそれ以前は手書きで行っ
てきたのであるが、POSシステムの導入により、作業が簡素化、効率化された。また、オンライン化す
ることでデータの収集から分析・処理までをリアルタイムで行うことができるようになった。
ここまでは作業の簡素化、効率化による人件費削減であったが、現在はセルフレジの登場でレジ係さ
えも削減の対象となっている。削減分の従業員が行う業務が他になければ、ますます従業員数の減少が
進んでいくだろう。さらに、レジの省力化・効率化策として、スマートフォンを利用したキャッシュレ
ス決済や、そもそもレジを必要としない店舗も登場してきている。こうした無人レジの例も、IoTやAI
による雇用の削減ということができよう。
2.3　電子商取引の発展
小売店舗数が減少する一方で、新しい小売形態である電子商取引は、飛躍的発展を見せている。
特にBtoCの取引は毎年5000億円規模で伸びており、インターネットによる小売販売額を急速に伸ば
す要因となった。（図表2）
（出典）経済産業省『平成30年度　我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備
　　　（電子商取引に関する市場調査）』
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従来、電子商取引は書籍や家電の分野が牽引してきた。2018年のEC化率が高い分野は、「事務用品・
文房具（40.79％）」、「生活家電、AV機器、PC・周辺機器等」32.28％、書籍、映像・音楽ソフト30.80％
となっているⅵ。これらに共通することは、時間が経っても品質が変わらないために保存が可能であり、
全国的メーカーや出版社が提供する商品であることから、商品の質は一定で、価格もほぼ同じというこ
とである。
それに対して、アパレル商品は、電子商取引には向かないものであり、実店舗の強みが発揮される分
野だと考えられてきた。アパレル商品は実物を見て、手にとって触れて、試着をして買いたいと思う商
品であり、ネットではそのどれもができないからである。
しかし近年、アパレル商品の電子商取引額が急速に増加している。2018年の市場規模で見れば、1兆
7,728億円で物品の分野では1位であるⅶ。事務用品や書籍などと比べて単価が高いこともあるが、それ
以外にアパレル商品を取り扱うネット店舗が、見やすく買いやすいサイトの作成や、様々なコーディネー
トの提案による購買意欲の喚起、返品無料などのサービスによって、消費者が商品を購入しやすくなる
よう努力を続けてきたからであろう。
さらに、近年ではCtoCの電子商取引も急速に拡大してきている。（図表3）
（出典）経済産業省『平成30年度　我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備
　　　（電子商取引に関する市場調査）』
中でも注目すべきは、フリマアプリといわれる、オンライン上でフリーマーケットのように主に
CtoCの取引を行うことができるスマートフォン用のモバイルアプリケーションである。フリマアプリ
は、新品商品を取り扱うことの多いBtoC-ECの取引とは異なり、リユース商品を取り扱うことが多い。
フリマアプリは2012年に登場し、急速に発展してきたのであるが、その発展は既存の新品市場である
BtoC-EC市場を奪ってのものではなく、むしろ相互補完の役割を果たしながら発展してきたというⅷ。
また、従来から存在していたネットオークションもリユース市場であるが、ネットオークションとフリ
マアプリも、今のところ棲み分けができているというⅺ。その結果、CtoCの市場も、互いに食い合うこ
となく、成長しているのである。
これらネット店舗が実店舗と異なるところは、コストの少なさである。ネット店舗は接客を必要とし
ないため、従業員は主に物流に関する作業を執り行っており、商流に関する作業行う従業員は、実店舗
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に比べてかなり少ない。
つまり、電子商取引が発展すればするほど、小売業の雇用は減少していくともいえる。
2.4　オムニチャネル時代の小売
そして、現在、小売業界はオムニチャネル時代に入っている。
オムニチャネル時代に入ったとはいっても、オムニチャネルはまったく新しいチャネルというわけで
はないⅹ。オムニチャネルとは、既存のチャネルの物流と情報流をモバイルデバイスが繋ぐことで、消
費者にシームレスな買物体験を提供することができるようになったチャネルである。そうしたオムニ
チャネルが当たり前となった今、消費者にとってオンラインかオフラインかといったことはどうでも良
いことであり、どちらかのチャネルを選ぶのではなく、オンラインとオフラインのチャネルを行ったり
来たりしながら、より魅力的な購買体験を提供してくれるチャネルで買い物をする。つまり、消費者の
頭の中では、実店舗を選ぶことと電子商取引を選ぶことは相互に排他的なのではなく、同時に存在する
のである。
このことは、ある意味、実店舗が消えてなくならない可能性を示しているともいえる。
電子商取引が目覚ましい発展を遂げ、実店舗がつぎつぎと廃業していくのは、消費者が便利な電子商
取引を選ぶからだと考えられた。しかしオムニチャネル時代に入った今、消費者は「電子商取引を選ぶ」
のではなく、必要性や、もしくはそのときの気分などに応じて実店舗と電子商取引を使い分けているだ
けであり、しかもそこでは「わざわざ使い分けている」という感覚すらないのである。オフライン、オ
ンラインという線引きを必要としているのは小売業者の方であり、消費者には特に有意な差はないのか
もしれない。
３．小売店舗におけるAIの利用
3.1　AIの機能
小売業界において、AIは人件費の削減、もしくは人手不足を解消する方向に進んできたのであるが、
今後さらにAIがどのような役割を担うことができるのかを考えるためにも、小売店舗においてAIがど
のように利用されているかについて触れておきたい。
AIにできることは、まず言語処理である。AIは文章を読んで内容を理解したり、理解した文章を元
に新たな文章を作成したりすることができる。アンケート調査による自由回答欄などを分析する際の
データマイニングの精度が上がってきたのも、この技術による。
また、音声認識も行える。声を認識し、それを文章化したり、内容を認識したりすることができる。
小売店舗内での会話を、特定の個人の声だけを取り出して文章化するなどもできるため、マイクを付け
て店舗を回ることなく、消費者の無意識の会話なども分析することができる。
さらに、画像認識ができる。画像や映像に映っている物体を認識し、コンピュータに理解させる技術
である。小売店舗で実用化されている技術としては、事前にパンの特徴を登録しておき、会計時にパン
の画像を撮影し、AIが過去のデータから値段を割り出して自動で会計をするシステムなどがある。こ
のシステムは、包装してPOSコードをつけるという手間がかからないため、コストカットにも、品出し
の時間短縮にもなる。
最後に、AIは機会学習ができる。データを元に未来を予測したり、一貫性のあるパターンを見つけ
出してそこから逸脱するものをはじき出したりすることができる。データ処理速度の早いAIならでは
の予測が、小売店舗におけるさまざまな場面で役立っている。
これら、言語処理、音声認識、画像認識、機会学習を駆使して、AIは自動でデータを収集し、分析
することができる。
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3.2　実店舗におけるビッグデータの収集と解析
実店舗におけるAI利用といえば、もっとも多いのがビッグデータの収集と解析であろう。
1970年代に広まったPOSシステムは、実店舗においてビッグデータを取り扱うようになったきっかけ
である。商品に付けられたバーコードをレジで読み取り、商品名や価格や販売数量を管理するだけでな
く、天候や気温、時間や顧客情報といったさまざまな情報を付け加え、それらのデータを分析すること
で、さまざまなマーケティングに生かしてきた。実店舗におけるビックデータは、POSコードデータ、
ID-POSデータに始まり、仕入・在庫データ、売場陳列データ、販促のデータ、客の店内行動記録、従
業員の作業データなどさまざまである。
電子商取引において収集されるビッグデータも、実店舗と同様さまざまであるが、重要なのは客の「購
買行動データ」である。自社のショッピングサイトにやってきた客が、どこを経由してきたのか、その
ような言葉で検索を行ったのか、どのような順番で商品検索を行ったのか、その商品をいつどのように
ショッピングカートに入れ、どの商品を止めたのか、割引やポイントアップなど、どのようなプロモー
ションに反応したのか、すべて記録可能であるⅺ。
こうした購買行動データは非常に有用であるが、これまでは電子商取引においてのみ収集できるもの
だった。実店舗において、客がどの賞品をいつどのようにショッピングカートに入れ、その商品を棚に
戻したのか、などというデータを収集するのは大変だったからである。ところが、2018年に登場した
Amazon Goのような無人店舗では、たくさんのカメラが顧客の行動を追い、電子商取引利用時と同様に、
ショッピングカートへの出し入れといったデータまでも集めることができる。そのデータはAIによっ
て、非常に精度の高いものになったし、その分析もAIによって簡単に行えるようになった。一昔前で
あれば、何人もの人間が徹夜で解析を行ったような作業を、現在では、多少の知識があれば、スペック
の低いパソコンで、たった一人であっという間に済ませてしまえるのである。
４．人的サービスの重要性
4.1　削減されてきた人的サービス
小売流通技術の発展による人件費削減傾向の中で、従業員に求められるサービスの量と質が徐々に低
下し、できる限りAIか顧客自身かに業務をさせる、という方向に進んできたように思われる。
たとえば、消費者の購買意志決定モデルは、従来のAIDMAモデルから、現在AISASモデルに変わっ
てきている。AIDMAモデルにおいては、消費者の注意を引く（Attention）ために、小売業が陳列やチ
ラシの配布といった販売促進戦略を行ってきたのであるが、AISASモデルでは、情報を探索（Search）
するのは消費者自身である。本来は流通業者が情報の探索を行ってきたし、そこに小売業の重要性もあっ
たはずである。しかし現在は、消費者が探索コストを負担し、その上、消費者はその負担をあまり重視
していない。その理由の一つは、デジタル社会における限界費用の低下であろう。
消費者はつねに携帯しているスマートフォンを使って、空き時間に検索するのであり、また情報通信
費用は、スマートフォンを携帯している時点ですでに支払い済みであることが多く、新しい検索をする
のにかかる費用は、限りなくゼロに近いのである。そのため、消費者は、自分の好きなときに好きなだ
け探索できるという自由を手に入れる優位性を感じることはあっても、本来は小売業者が行わなければ
ならない業務を、自分が負担させられているなどという不満は抱かないのである。さらに消費者は商品
購買後の感想を、SNSを使って共有（Share）までしてくれる。その共有が、他の消費者の注意をまた
引きつけるのである。
こうしてデジタル社会において、小売業の従業員が顧客とのコミュニケーションの中で生み出すサー
ビスは減少しているのであるが、では、コミュニケーションは必要ないということになるのだろうか。
『現代社会研究』17号
― 120 ―
4.2　ヒューマンタッチ・スキルの重要性
日経コンピュータの「サービス業におけるAI活用の未来　人ならではの接客に専念できるⅻ」では、
小売業を含むサービス業における生産性が低いのは、「接客のエキスパートが雑務に追われ、能力を十
分に発揮できない」からだと指摘している。つまり、「AIを使えば、エキスパートの負荷が減り、スキ
ルを生かした業務に専念しやすくな」り、AIは人手不足の解消に役立つだけでなく、従業員に人にし
かできない業務に専念させることができ、生産性の向上にも役立つというのである。
同記事では、小売業における理想のフロントスタッフ像を「顧客の困りごとや趣味・嗜好を聞き出し
て、顧客が欲しいと思っている商品を紹介したり、これまで全く関心がなかった商品を新たに提案・推
薦したりする」とし、AIが担える業務を、「情報提供」「カメラシステムを活用したAI分析」「顧客情報
に基づく販促アイデアの提案」としている。そして、人に残されるのは、「人の直感や身体性、完成に
基づくもので、思いやりやおもてなし、ホスピタリティーと呼ばれる」ヒューマンタッチ・スキルだと
いう。
さらに、「アナログは、現実世界の喜びとデジタルでは得られない恩恵をもたらす貴重な経験だが、
単純にソリューションとしてデジタルより優れている場合もあるxiii」ために、実店舗の重要性が見直さ
れてきている。
５．今後の課題
AIにおける雇用の減少について、もっとも衝撃を与えたのは、Frey ＆ Osborneがワーキングペーパー
で述べた「アメリカではいずれ労働人口の47％が機械に代替されるリスクにさらされる」という推論で
あろうxiv。しかしこれは、AI時代に入ると雇用がなくなるという意味ではなく、ビックデータの分析や
作業の効率化といったAIが代替できる作業はAIに代替させるが、人間は人間にしかできない仕事に専
念させる、もしくは新たな雇用を生み出すということでもあった。
しかし現在、AIは人件費削減か、もしくは人材不足解消のための方法として語られており、AIがも
たらす新しい雇用については曖昧にしか想定されていない。
小売業の発展のために、AIには代替できないヒューマンタッチ・スキルとはどういうものか、それ
を提供するための人材をどのように養成するかなどを明らかにする必要がある。AIを活用してビッグ
データを分析するスキルをもった人材だけではなく、実際に消費者がどのようなヒューマンタッチ・ス
キルを求めているのかが明らかになれば、これまでとは異なる顧客からの要望に応えられる人材も求め
られるだろう。まさにその人材像を明らかにするために、AIの分析力が役立つに違いない。
小売業のあり方が劇的に変化している時代だからこそ、小売業の存立根拠や、小売業が提供すること
のできるサービスや付加価値を改めて見直し、どのスキルをAIに代替させ、どのスキルはできないか、
より細かく考える必要がある。
完全無人化店舗が現実の物として現れてきたとき、そこでは人的労働がどのように捉えられるべきか
という視点も重要である。例えばドイツでは、現在、休日には店舗を開業してはいけないという法律が
ある。その理由は、日曜日は休息日であるのだから、人は休むべきであるというものである。では、無
人店舗なら開店が可能なのであろうか。もちろん、そこに商品を補充する人や、設備の保守点検をする
人などの労働が必要となるため、やはり日曜日に店舗を開けることはまかりならん、という判断が下さ
れるかもしれないが、AIの発展による人間的コミュニケーションの極限までの削減と、その反対側に
ある、ヒューマンタッチ・スキルの最大化といった流れは、さまざまな学際的な議論を必要とするので
ある。
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